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１経済構造調整政策と高島炭鉱の閉山３

点からの「構造調整」を基本戦略としてい

る。具体的には，第１に，住宅建設，都市

再開発，労働時間短縮，消費拡大，社会資

本整備をテコに「内需拡大」を図り，第２

に，「積極的産業調整」によって，産業構

造の転換，海外直接投資，農産物の輸入拡

大を図ること，であった。積極的産業構造

転換の中には，わが国石炭鉱業の弔鐘をつ

げる次の一文が明記されていた－－

「石炭鉱業については，地域ｉ蚤済に与える

深刻な影響に酉己電しつつ，現在の国内生産

水準を大幅に縮減する方向で基本的に見直

しを行い，これに伴い海外炭の輸入拡大を

図るべきである」⑳，と。

事実，この国内炭撤収路線の裏には，ア

メリカの強い対日要求があった。８６年５月，

米下院本会議で可決された「1986年包括的

貿易政策改正法案」には，「日本が米国に

輸出する鉄鋼を生産するのに必要とする原

料に見合う量を，日本が輸入する」，とい

う条項がもりこまれていたのである。その

意味では，国内炭こそ，米曰独占資本によ

る「構造調整」政策の最初のスケープ・ゴ

ートに他ならないの。これと並行して，８７

年度以降の石炭政策を検討していた「石炭

鉱業審議会（石鉱審）」は５月に「中間報

告」を発表し，「前川レポート」を追認

して，炭鉱業をその方向に誘導したのであ

る。

「中間報告」は，これまで認めていた国

内炭のエネルギー安全保障上の役割を事実

上放棄し，かつ鉄鋼・電力など国内ユーザ

ーの意見を代弁して，「国内炭の意義は希

薄化しており，巨額な内外単価格差の負担

は問題である」，とした。その結果，「従

来のように生産を前提として需要を確保す

るという考え方をとることは困難であり，
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高島炭鉱の閉山は，1980年代半ばからの

「経済構造調整」政策，より直接的にはそ

のもとでの第８次石炭政策を契機に生じた

ものである。本章では，「構造調整」政策

における第８次石炭政策の意味を確認した

うえで，それまでに至る戦後石炭政策展開

過程での高島炭鉱の位置と，同鉱閉山の経

緯及び地域経i斉と町財政へのインパクトに

ついて検討しておこう。

１．１「経済構造調整」政策と第８次石

炭政策

1985年９月のＧ５以降の急激な円高下，

日本の独占的大企業は「ｉ蚤済構造調整」路

線にそって蓄積体制の再構築を進めてきた。

その結果，かつての円高・「危機」論はか

げをひそめ，再び日本経済の「強さ」の強

調が主流となりだしているｐ・では，日本

の炭鉱と炭都にとって，「経済構造調整」

とは一体何であったのであろうか。

｢経済構造調整」政策の噴矢となったの

は，1986年４月の「前川レポート」である。

前川レポートは，Ｇ５以後の急激な円高に

よっても好転しない日米貿易不均衡を，経

済構造そのものの転換によって是正するよ

うにとのレーガン政権からの強い要求に迫

られて，日本の政府・財界がうちだした中

長期の構造転換戦略に他ならない②。

その基本目標は，日本の「輸出指向型経

済構造」を「国際協調型経i斉構造Ｊに転換

することであり，そのために，新自由主義

的な市場原理を基調とするグローバルな視
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背後で，大規模な人減らし「合理化」と労

働強化，長時間労働，下請支配体制の強化，

企業都市や輸出産地での大幅減産と転廃業，

首都への－極集中化と超高地価に象徴され

る「東京問題」，農山漁村の疲弊と「第２

次過疎化」など，大きく深刻な「影Ｊがつ

くられていることを看過してはならないで

あろう８０．いなむしろ，大企業の新しい高

収益体制という「光」は，そこに働く労働

者や中小零細企業者の，また大都市・企業

都市・農村地域の住民と自治体の，犠牲と

負担という「影」をテコとして，はじめて

輝くことができていると言わなければなら

ない。第８次石炭政策こそはこの「構造調

整」政策の試金石だったのであり，高島は，

その最初の捨て石となったのである。

需要動向についても十分勘案した生産i体制

とすべきである」③，とこれまでまがりな

りにもとられてきたく生産→需要〉の考え

方から，〈需要→生産＞のそれへと基本理

念を180度転換させたのである。その後の

石鉱審答申と第８次石炭政策（1987～91年

度）はこの方向に肉付けし，現行Z,o００万

トン体制を最終１，０００万トン親/摸へと，か

つてない大幅縮小することにしたの。しか

も，炭価は500円（原材炭は1,000円）切下

げの５年間据置，１人当り能率は最終的に

45％引上げ，国家資金の支出は設備への追

加投資ではなく，閉山・縮小と人減らしの

みにまわすというものであるわ。かくして

国内炭は完全撤収にむけて追いこまれ，高

島鉱は石鉱審答申をまたず，その前日，１９

８６年11月27日に，105年にわたる炭鉱の歴

史を閉じたのである。

ここまでくれば，第８次石炭政策の基本

的性格が，「前川レポート」に象j致される

「経済構造調整」政策の一環であり，その

先兵となることであったことは明らかであ

ろう。「構造調整」政策の中心課題は，要

約すれば曰米独占資本によるグローバル・

エコノミーへのｲ更宜と環境づくりにあった。

そのためにこそ，ＭＥ化．,情報化と新鋭工

場や成長分野への生産:集中によって産業構

造の転換と企業体質の強化を図り，政府の

「内需拡大」策をとおしてこれを支援し，

国内市場の全面的開放のために石炭産業や

農業，中小企業など国内の低生産量性部門を

切りすて，かくして，わが国大企業の多国

籍企業化をグローバルに展開させるための

国内条件の整備が必要だったのである。

わが国大企業の，いまや史上最高といわ

れる高利益の躯歌は，その結果に他ならな

い。しかし，この「構造調整」の「光」の

１．２石炭政策の展開と言；島の炭鉱と都

市

高島の閉山は，「経済構造調整」下の石

炭政策の転換を直接のきっかけに生じた。

とはいえ，地域経済と自治体・住民は，す

でに過去における石炭政策の展開をとおし

て重大な影響をうけていたのである。閉山

の地域経i斉へのインパクトを検討するには，

従来の石炭政策と，その下での高島鉱と自

7台体の位置及び対応について，簡単にでは

あれ確認しておくことが不可欠であろう。

高度成長期以来の日本の石炭政策は，か

つての国内炭･水力から，メジャーと国内

大資本の高蓄積が求める大量・安価な輸入

原油‘原料炭への「エネルギー革命」の線

にそって展開された。この石炭政策の展開

過程は，大きく４つの時期に区分できよう

（図１－１，参照）。
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第１期α”０年代後半~５０年代ﾉｳi[半)

炭鉱「合ﾖ浬化」とスクラップ．アンド・ピ

ルド政策によって輸入原抽と価格的に対抗

しようとしたが，次第に限定的保護へと後

退を余儀なくされた時期。

第Ⅱ期０９m年ｿGC半ばち~７０年ｿﾞcc半ノガ

石油への全面依存と石炭鉱業の「漸次撤退」

へと転換し，閉山を強化するとともに，国

家資金による肩代りによって財閥系大手資

本の他部門転換と社会的摩擦の回避を進め

た時期。

第､期α970年ｿcc後半～80年代前業）

オイル・ショック後の石?由代替・石炭俔

直し」政策のなかで，国内炭現状維持を目

標とする炭鉱「合理化」の強化と海外炭の

開発・輸入をうちだした時期③。

こうした戦後の石炭政策の歴史の流れか

らみれば，今回の第８次石炭政策が，円高

.「構造調整」という曰本経済の転換局面

で，いよいよ最後の第Ⅳ期，完全撤収期に

突入したことはｺﾞ容易に推察されるであろう
ユＣｏ

ｏ

高島炭鉱の変i塁は，この戦後石炭政策の

歴史的潮流とほぼ軌を－にしている。図１

－２は高島炭鉱の出炭，人員・能率の推移

を示したものである。６０年代中頃までの第

１期には，既存の多数の中小炭鉱がスクラ

ップ化されるなかで高島はビルド鉱に指定

され，二子立坑など新坑の開発と近代化＠

Ｆ合理化」によって作業能率を高めつつ出

炭量を急増させた。常用実働労働者数はほ

ぼコンスタントに４千人弱（下請も含める

と５千人強）を占め，その結果，町人口は

1955年の端島との合併時の16.9千人から，

60年20.9千人，６５年19.8千人とピークに達

した。長ＩI奇湾外に浮かぶ小島である高島は，

端島と併せても1.24Ｋ㎡の面積しかなく，

当時の人口密度16.9千人／K㎡は，実に全

国一の超過密都市を出現させたのである。

この間、世帯数は1955～65年の10年間に，

3,426→5,062世帯（1.48倍），小学生数は

1955～62年の７年間に2,301→3,667人（1.

59倍），中学生数は959→1,927人（201倍）

と，世帯・人口とも若年層を中心に極めて

短期間に急増したｕ)。

このことは，学校，保育所，上水道，ご

み処理など社会的共同消費手段にたし､する

財政需要を急増させ，表１－１のように普

通建設事業を中心に財政を膨脹させたので

ある。その結果，６０年代前半になると，高

島町は地方交付税の不交付団体にもかかわ

らず実質収支が赤字となり，財政逼迫が生

じはじめる。ことに1964年には端島坑でガ

ス爆発事故がおこり，深部を水没放棄した

ため数百名の大幅人員削減を出した（図１

－２）。これを契機に，表１－２にみられ

るように，以後町人口も減少に転じ，その

一方地方税の比重も低下して高島町は交付

税交付団体となった。しかし，事態はそこ

にとどまらず，町は財政力の低下と過去の

財政急増のつけをまわされ，1965年２月に

は，一挙に財政再建準用団体にまで転落し

てしまったのである（1964～67年度）。こ

のことは，炭鉱企業の資本蓄積と経営行動

に町財政がいかに深くコミットし，それに

従属し，脆弱性と不安定性を高めていたか

を端的に物語っているといえよう。

第Ⅱ期（1960年代半ば～70年代前半）は，

国の石炭政策の第３次～５次に相当するが，

石炭鉱業とくに国内一般炭の役割終了と－

部良質原料炭への生産特化をうけて，高島

炭鉱は二子新立坑，端島坑の能率向上と出

炭量の拡大を図った。しかし，前者は1966

年をピークに減産がつづき，能率も上らぬ
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ため深部を放棄するとともに大幅な人員削

減を含む「合理化Ｊを波状的に強めてきた

（図１－２）。他方端島坑は，人くらしを

しつつ急速に能率を高めたが，「採炭可能

なスミを掘り尽くした」ことを理由に，１９

７４年１月，閉山した。かくして，ピーク時

５千人を超えた端島は無人島と化したので

ある。その一方，既に1969年には，会社側

は，資本この他部門転換と開発輸入を図るた

め，「資産に余力のあるうちが良いと判断

し」て石炭生産部門を分離し，これを子会

社化してしまったのであるエョ・

図１－２にみられたように，６０年代後半，

ことに端島閉山と波状的「合理化」のはじ

まる70年代前半には，雪崩的な人員削減が

生じた。職員も含めた人員は，1966～75年

のわずか９年間に，3,788→1,278人へと約

３分の１に激減してしまった。図１－３は，

炭鉱人員と町人口の推移を表わしたもので

ある。７０年代前半，人減らし「合理化」と

端島閉山期をピークに炭鉱人員の急減が生

じ，これに先導されて町人ロが大きく減少

してきたことが知られよう。

第１期には，人口の急増による行政需要

の急速な膨張への対応に追われて財政問題

が発生した。高島は明治初頭以来100年余

りに及ぶ古い「企業城下町」である。した

がって，土地や産業基盤施設は当初から立

地企業により地域独占されていた。その点

は旧八J幡市や釜石市とも共通している。し

かし第１期には，人口急増により，戦後の

新興企業都市と同じように学校や上水道な

ど生活基盤を中心に行政需要が爆発した。

ところが第Ⅱ期，殊に70年'代に入るや，一

転して激しい人口減少に見まわれた。財政

再建準用団体への町の転落は，炭鉱経済と

人口の，この転換期に生じた財政現象だっ

たのである。

では，第Ⅱ期の地域経済と人口の縮減イヒ

は，高島町にどのような財政問題をひきお

こしたであろうか。

１つは，こうした地域経済と人口の急激

なアップ．アンド‘ダウンが，資源や社会

資本この膨大な遊休化とデッド・ストック化

を生みだしたことである。その典型例は端

島であろう。図１－４のように，端島は高

島から南約４kmにある面積0.1Ｋ㎡の極Z１，の

離島であるが，この小島を有名にしたのは，

海底の良質な炭層のH面存によって，島全体

が，「軍艦島」の異名をとる，巨大な６～

11階建の高層アパート群から成る人工島の

ような炭鉱集落を形成していたからである

…。ぎっしりつまって寸分の余地もない

小島の中で，面積の1/3が炭鉱採掘施設，１

/3が炭鉱関係者の住宅，残り１/3が小中学

校，公民館，公園，ごみ処理施設，教職員

住宅などの生活関連施設であった。ことに

上水道は，1957年に，対岸三和町の新水源

地から海底6.5kmの送水?菅により導水され

た全国で初めての施設であった。総事業費

３億１千万円，当時の町財政規模の約３年

分に相当する巨額である。この金額には，

送水管5.0kmの高島分も含まれているので，

仮りに端島分を1/３としても大規模なもの

である。その他，収容規模800人の小学校，

400人の中学校など，赤字団体にまで転落

しながら短期間に必死になって町が整備し

た社会資本ストックは，端島閉山によって

全て無用の長物となり，社会的空費に転化

されてしまった。この社会的費用を，炭鉱

会社も親企業もまったく補償することなく，

コストは企業収益化されてしまったのであ

る。端島は不沈艦のごとく，無人のまま今

も外海にその記念碑をさらしている。
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た。表１－３は，高島炭鉱の「合理化」の

経緯を示している。この波状的「合理化」

によって能率は急速に高まったが，８０年代

になると採掘条件のj悪化や老朽化もあって

能率は再び低下しはじめた。ひき続く「合

理化」の波は人員削減，賃金・福利厚生の

カットと同時に，ガス爆発事故の引き金と

もなり，８５年の第６次「合理化」では人員

削減と共に，ついに操業規i莫の縮ﾉ｣､をうち

だすに至ったのである。

この間，町ロ人は，1975～80年の間に，

8,232→6,596人（ﾏｲﾅ、0％）と減少した後，

80年代にはなだらかな漸減を示してきた

（図１－３）。いま表１－４によってこの

間の財政収支等の状況をみると，財政力指

数は確かに低下したが財政構造の弾力性を

表わすとされる経常収支比率はむしろ低位

平準化しており，財政「硬直化」の兆候は

示していない。このことは公債費比率の低

下や積立金の増加傾向とも相まって，一見

すると炭鉱経営と人口の縮減傾向にも力魯か

らわず，町財政は「健全性」を示している

ようにみえる。だが，果たしてそうであろ

うか。

たしかに積立金はふえてきたが積立金の

とりくずし額も増加しており，ことに1977,

80の両年度には，単年度の大幅赤字を積立

金のとりくずしで埋め，実質収支の赤字表

面化を防いでいる。公債費比率が低いのも，

実は表１－５にみられるように，起債適格

となるべき土木や普通建設事業のウエイト

が大きく低下したことが寄与している。公

債費比率の低下は，財源が豊かになって起

債の必要が低まったことの結果ではなしに，

逆に財政ﾖ昌迫の中で起債増加に対する財政

当局のI真重な態度を表わしているといえよ

う。

２つは，特異なＢ邑疎問題」の発生であ

る。一般に農山漁村に生じる「過疎問題」

が地域の基幹産業である農林漁業の相対的

衰退と，これによる人口流出・生活「空洞

化」との相互促進作用に起因する住民生活

の困難であるとすれば，企業都市ことに炭

鉱都市の「過疎問題」は，産業再編政策に

よる産業「合理化」と相対的過剰人口の創

出という点では共通性をもちながらも，異

なった特徴を有している。炭鉱企業都市で

は閉山.Ｆ合理化」によって，人口流出に

よる「過j陳問題」が－挙雪崩的に生じ易い。

その上，立地企業は地域独占，とりわけ強

固な土地独占，水・労働力などの資源独占

をしており，かつ礦害，自然破壊などもあ

って他の産業や企業の活動の余地は著しく

制限されている。しかも，特異なモノカル

チャー的経済社会の編成は，地域経済や社

会内部からの個性的で自由な結びつきや発

展の芽を阻害し易い。こうした特異性が，

炭鉱企業都市の「過疎問題」を一層激しく

かつ複雑にさせており，これに対応する自

治体財政に負担と困難をもたらすことにな

る。高島町は76年度から「過疎法」の適用

団体となったが，原因者である企業は自ら

の負担を回避しながら，自治体に問題の解

決をおしつけているのである。

ともあれ，今-日の高島閉山に伴う財政諸

問題が，端島閉山と大「合理化」が行われ

た第Ⅱ期において，すでに先行的に生じて

いたことを，ここでは予め注目しておきた

いのである。

第、期（1970年代後半～80年代前半）に

は，石抽ショックによる石炭［見直し」の

中で，炭鉱企業は縮小された親/摸で生産を

維持しながら，海外炭価との競争をテコと

する「合理化」を数次にわたって強めてき
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述した町の経常収支比率の低位平準化とは，

実はそのことの証左といってよい。しかも，

第４章で検討するように，公共事業や福祉

関係支出の増加分の中には，病院など，こ

れまで炭鉱企業が従業員の福利厚生として

行ってきた事業を町財政に肩代りさせたも

のまで含まれている。再び，表１－３を見

てほしい。炭鉱「合理化」の項目のなかに

は，福利厚生の「見直し」がある。この

「見直し」は，たんに企業一労{動者間の福

利厚生だけではなしに，実は企業一自治体

間でも行われていたのである。高島町の財

政危機は，その意味では解決されていたの

ではなく，むしろ潜在的に深まっていたの

であって，それはひき続く高島閉山のなか

で，一挙に表面i化してこざるをえないので

ある。

しかし，この期には第１期のように実質

収支が赤字になって財政再建団体に陥るこ

とはなかったのであるから，そのような状

態をもって「財政危機」とまでは言い得な

いのではないだろうか。たしかに，財政を

財務会計の収支バランスというごく狭い視

野からだけ問題にするのであれば，そう言

ってよいかも知れない。しかし，言うまで

もなく地方財政は，それ自身が自己目的で

はない。地方財政は，地方自治体が地域住

民の生活権を保障し，かつ地方自治の内実

を豊かにするための物質的手段の体系にす

ぎない。そうであるとすれば，地方財政の

危機も，その内実までほりさげて把握され

なければならないであろう。その意味で，

「地方財政の危機とは，住民生活の危機の

あらわれであり，それが国の自治体と住民

の支配のなかから生まれる点で，地方自治

の危機の財政的表現でもある」ユの，とい

う主張に筆者は賛成したい。たとえば》住民

負担を高め，行政水準を引下げ，住民支配

を強めれば，ざしあたり財政赤字は回避で

きるかもしれない。しかし，住民の生活権

を保障し，地方自治を育むという財政本来

の目的からすれば，そのような方法で地方

財政の危機は解決されたのではなく，むし

ろ深まったことになるからである。

もう一度表１－５をみられたい。目的別

歳出では民生費，教育費，′性質別では扶助

費など福祉・教育関係の経費のウエイトが

一貫して低下している。８０年代の低下の中

には，国の臨調Ｐ行革」路線による生活・

福祉サービスの削減も反映されていよう。

しかし，人件費や扶助費などの義務的経費

をできるだけ抑え，そこから捻出される税

等の一般財源を積立金や公共事業に充当し

ようというのが財政運営の基本である。先

［注］

１）たとえば，日本経済新聞社編『新・日

本経済」同社，1988年は，「逆風をはねのけて，

道を切り拓いていく日本経済のバネの強さ」を

称賛し，これを「北風の経済学」（２～３ペー

ジ），と名付けている。

２）「前川レポート」を出した国際協調の

ための経済構造調整研究会（「経構研」）は，

中曽根元首相の私的諮問機関にすぎなかった。

それが1986年４月，東京サミット前の中曽根_

レーガン会談での対米§公約となり，さらにこれ

を受けて87年５月経済箸:議会報告噺「前川レ

ポート」）が出きれ，事前に国会での討議を経

ないまま政府の公的な方針としてかってに１人

歩きしてきたものである。第２次臨調の場合も

そうだが，産業の「空洞化」の前に，議会と民

主主義の「空洞化」が拡大していたのである。

３）「前川レポート」1986年４月，５ペー

ジ。

４）1985年度について，日本の国内炭生産

量は1,645万トン，うち原料炭は398万トンであ

るが，これをドル換算すると４億１千万ドルに

なる。この分を仮りに全部アメリカからの輸入

に振りかえたとしても，その額は同年度のアメ
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本との競争的共存の時期，第２期（1962～65年

度）国内炭の敗北を認めた限定的保護政策期，

第３期（前半1966～68年度，後半1969～73年度）

漸次的撤退とその加速期，第４期（1974年度

以降）縮小観ｊ莫での生産維持政策期。

たしかに，細かく時期区分をすれば，第２期

を独立きせることはできるであろう。しかし，

第２期は第１期から第３期・撤退期への過度期

として，第１期の部分修正としての意味をまだ

失ってはいなかったと考えられるので，本稿で

は両者を合せて第１期とした。

１０）事実，三菱高島の閉山を皮切りに，

炭鉱の閉山と規模縮｡、「合理化」が新たに加速

されている。高島に続いて三井砂川鉱（1987年

７月），北炭真谷地鉱（同10月）が相ついで閉

山に追いこまれ，かつ残った各炭鉱でも人減ら

し，「合理化」に入っている。さらに，1989年

９月には，約1,300人の人員と年100万トンの石

炭生産を行ってきた北炭幌内鉱（三笠市）が閉

山の予定である。そうなると国内の炭鉱は九州

の三池，池島（長崎県），北海道の太平洋，赤

平，空知，三井芦別，三菱南大夕張の７ケ所と

なる。しかし，このうち原料炭の優秀鉱である

南大夕張は，８次石炭政策にしたがい1991年度

末までの閉山が確定している。かって900以上

あった日本の炭鉱のうち９次政策まで残ること

のできるのは，三池，池島，太平洋の３炭鉱の

みとの見方が強い。わが国は石炭産業からの完

全撤収にむけて，「石炭,合理化対策はこれから

総仕上げの段階に入る」（『日本経済新聞」１９

８９年４月25日）。

なお，石炭産業の存続にとっては，従来から

経済性（採算性）とエネルギー安全[呆障との両

面が考慮されてきた。今回の第８次石炭政策は

後;昔をほぼ完全宮に切り捨て，経済i生を全面的に

うちだした。だが注目すべきは，この２つの側

面は，やり方によっては両立が可能であったこ

とである。その最も有力な方法は，優良から劣

等まである各炭鉱の加重平均したコストで価格

を決め，前者の炭鉱の黒字部分で後>昔の炭鉱の

赤字部分を埋め，全体としてi径営を維持するや

り方である（矢田俊文「わが国石炭産業に活路

はあるか」『エコノミスト」1981年４月１４日，

59～60ページ）。その場合，２つの問題が残る。

１つは，加重平均したコストで決めた国内炭価

と競合エネルギーたる輸入石炭との価格差が生

じた場合である。これに対しては，輸入炭への

関税を財源にして国内炭との価格差を補填した

リカ対日貿易赤字額433億３千万ドルのわずか０．

９５％にすぎない。日本の国内炭を完全に放棄し

ても，それがもつアメリカの対日貿易赤字への

改善効果は非常にささやかなものなのである。

一方，日本からの自動車，鉄鋼の対米輸出額に

対する比率は，各50.7％と６．５％，合わせて６

割近くにも上る。国内炭の最終的放棄が，日米

の政府・財界にリードされた「構造調整」の，

最初のスケープ・ゴートであり，突破口にすぎ

なかったことは明らかであろう（資源エネルギ

ー庁石炭部「わが国石炭鉱業の現状」1986年１１

月，大ni彫省関税局「外国貿易概t兄」1985年度)仮

より算出）。

５）石炭鉱業審議会政策部会検討zl､委員会

「第８次石炭政策に関する検討ZI､委員会の審議

状i兄について」1986年５月，２ページ。

６）石炭鉱業審議会「今冨後の石炭政策の在

り方について（第８次答申）」1986年11月，５

ページ。

７）1987年４月の石炭合理化基本計画には，

閉山交付金の退職金限度額の引上げや，規模縮

小交付金及び減産加算金の新設などが規定きれ

ている。

８）「産業誹蓉造調整」政策が日本の重要諸

産業に与えているインパクトについては，北田

芳治・相田利雄編「円高不況下の日本産業一国

際産業調整の進展と産業政策』大月書店，１９８８

年，が詳細な実態分析を行っている。なお，九

州経済調査協会編「円高と地域経済』（九州経

済白書1986年度版），同協会，1987年も，主

として九州ブロック内の主要産業について実証

分析を試みている。もっとも，炭鉱業について

は分析がない。また，産業「空洞化Ｊと雇用問

題との関係については，富沢賢治他編「『産業

空洞化」と雇用問題」（社会政策学会年報第

33集），御茶の水書房，1989年所収の各論稿が，

実態分析と鋭い問題提起を与えている。さらに，

「構造調整」下の地域的不均等発展の問題につ

いては多数の論稿があるが，寺西俊一「『構造

転換」と「東京一極集中」化が意味するもの－

1987年版『経済白書」に寄せて－」『賃金と社

会保障』979号，1988年２月上旬号，河北新報

社編集局「新過疎時代」ぎようせい，1986年，

を参照。

９）なお，戦/後の石炭政策について，矢田

俊文「戦後日本の石炭産業』新評論，1975年は，

次の４期に時期区分している（21～24ページ）。

第１期（1957～61年度）メジャーと国内石炭資
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上で，鉄鉱，電力など需要産業界に国内炭の引

き取りを義務づけるなどの抜本策が必要となる。

２つは，各炭鉱に自然条件の差を基盤とした生

産力格差が構造的にある以上，劣等炭鉱の赤字

を優等炭鉱の黒字で補填するためには，強制的

な統制経済でない限り，全炭鉱が１つの企業の

中に包摂されることがオ:可欠となる。そのため

には，企業合一併か国有ｲﾋ以外にはない。もっと

も国有化政策は，わが国の政治経済的風土や近

年の新自由主義の潮流の中では多大の障害が予

測きれる。もしそうであれば，企業合併の方が

現実性が高い。その場合には完全独占による弊

害のおそれもあろう。これに対しては独占の弊

害を排除するための公共的介入の方法を工夫す

る必要がある。しかし，こうした工式皀と努力を

すれば，経済性と安全保障の両立はまだ十分可

能であったのであって，「資t原小国」・日本に

賦存するわずかな希少資源・石炭を完全に放棄

する愚をおかすことはなかったのである。

１１）高島町制30周年記念史編纂部会編

「高島町政30年の歩み」高島町役場，1978年，

75ページ,129ページ。

１２）以上は，三菱鉱業セメント(株)総務

部社史編纂室編「三菱鉱業社史』1976年，９１７

～919ページ。三菱鉱業セメント(株)高島炭砿

史編纂委｣圓会編『高島炭砿史」1989年，444～4

47ページ。木村徹「石炭産業」（日本エネルギ

ー経i斉研究所編「戦後エネルギー産業史」東洋

経済新報社，1986年，297ページ。大槻文平編

著『私の三菱昭和史』東洋経済新報社，1987年，

158～163ページ･高島町，同上書，237～238ペ

ージ，による。

なお，親会社の三菱鉱業は，この頃から積極

的な海外への開発輸入にのりだした。たとえば，

1968年には，インドネシア石抽資源開発(株)，

西日本石抽開発(株)，中東石油(株)，６９年には

海外石炭開発(株)，７０年には海外ウラン資源開

発(株)ヘの資本参加などがある。会社側は国内

炭からの撤退と引きかえに海外エネルギー開発

に乗りだしたのであって，そのことが国内炭の

生産弱体化を一層加速させることになったので

ある。

１３）川崎茂「日本の鉱山集落』大明堂，

1973年，209ページ。

１４）吉岡健次「地方財政の危機について」

（小谷義次・吉岡健次・宮本憲一編『国家と財

政の理論』青木書店，1973年），196～197ペー

ジ。
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図１－１石炭政策と石炭鉱業の推移

(資料）資源エネルギー庁『コール・ノート」1989年版，資源産業新聞社，２２ページ，

他より作成。

表１－１主な財政指標の推移（石島町）

７９１９６１ ６７年恩 ８７

２４９

７．６

３２．８

１３．３

１．１

１４．７

１４．７

０．２６

５．７

区分

281

１９．８

５２．０

１６．８

１９

436

１９」

３６．７

２１．０

５．７

地方税 211

２１．７

４２．８

２４．１

５．７

円万
％
％
％
％

百

1２３

５９．５

０．５

１３．８

１０．４

205

５４．２

１３．２

１２．７

１３．１

地方交付税

国・県支出金

地方債

人件費

普通建設事業費

財政力指数

公債費比率

(資料）「決算状況」各年度。
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可、

■■

畑出炭Ｉ

7５7０ ０５０６年1955００ 6５ 0０

図１－２高島炭鉱の出炭・人数・能率の推移

(資料）三菱拡乗セメント高島炭砿史編裏委員会娼「高島炭砿史」同社．1989年，「資料網」
等より作成。
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表１－２人口と産業別就業者数の推移（高島町） (贈位：人，指数，％）

Ｌ
譜
面

人口(人）

講ｉ
第１次産藁

第２次産藁

'１M’
１９２１

扇３１ｋ厘藁
Il

lil1’
，■不陸

生莨者 4.2

(住）IIilhl1.1960年の人口を100とした8年の比嘱。

(百科）ＥｉＷ庁「田ﾘﾘ洞を｣。８年願．

■T⑰照

人口

５

４

］

２

１９６０６５７２７３７４７５７６７７７８７９８０８１８２８３８４８５８６８７８８
年度

図１－３炭&広人Eaと町人口の推移

(資料）三菱石炭鉱業高島鉱業所「概況」1986年，９ページ。高島町「住民基本台帳｣，よ
り作成。
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表１－３高島炭鉱の「合理化」の経緯

三、ここ ｢合理化｣の内容 傭 考
人日削減

①深部放棄,浅部転換

①人員大幅削減

①作藁miHIの是正

（新低価制度など）

･三妥大夕彊と合併,「三更石炭肱藁」

として発足(1973.12）

･端Ｌ閉山(1974.1）

第１次

(1973年２月）

△890名(△33％）

威貝△３１

本虹△765

鹿時日△９４

菰２次

(1975年６月）

①人圓の大ＯＭＩI減

①基嗣内外､､金｢見直し」

①作其態様是正

（作藁弾力化など）

①出動管理体制の強化

△376名(△22％）

厳且△３７

本並△318

鹿時日△２１

下訂△470名(△38％）

･ガス四発事故(死者２．負傷者24,

1975）

･石Ⅲ春｢第６次答申｣(国内炭を可能

な限り活用する基本理念・'975.7）

①蝿人日不変のまま.出炭を2.000Ｖ

日→2,50Ｗ日体制へ

①人員庇匠の｢見直し」

①威伍問流動化

第３次

(1977年２月）

①終｡q外賃金他カット

（月収ベース△6.1％）

①福利原生取扱の縮減

（月収ペース△1.4％位出）

①人員配匠川励取扱｢見直し」

。｢原価低減抜本涙」

･夕彊所江でガス囚発

（死者93,1981.10）

･石巫春｢第７次答申｣(国内炭の2000

万ｔ体制を目指す,1981.8）

･｢危狼突破対策」

･所遺炭浪工事完成(36億円,1983.9）

第４次

(1979年６月）

①俣藁日孜の確保

①賃金｢是正」

①闇利厚生取扱いの｢見直し」

①下研の人員削減．

第５次

(1983年１２月）

(＊規模不明）

①１分其規模の縮'１，

(年間75万（→68万ｔ体制へ）

①人員削減

①目金か,卜(△3.4％）

①福利厚生取扱い｢見直し」

①各柚経費節減

｡｢緊急経営改普抜本策」

･ガス囚見本故

（死者11,且傷6,1985.4）

南大夕彊でガス阻発

（死者62.1985.5）

･高島閉山提案(1986.10）

･石拡春｢第８次答申｣(国内炭1000万

ｔ体制へ縮減.1986.11）

第６次

(1985年７月）

△227名(△１７％）

厳且△１３

本は△150

塵時員△７

下9Ｗ△５７

(百科）三菱石炭拡藁(PH)高島巫其所「現状及び要望について｣，1986.12,平より作成．
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麹市
高Ｌ港

10万ｔ貯水池

軍/-ﾕ』!＝
士鰹餌Ｕ

亘００■ｌｎＵ

Ⅱ］

$DＯＬ－５－ｌ９０ｎ

'

Cｌ
qｏ４Ｑ)0尺

図１－４高島町の位置と上水道施設

哀１－４収支状況等の推移（高島町） (単位：百万円）

年度 Ⅵ

1985～8７

8,097

７，９５３

１４４

１０

６２９

９３１

△292

６２．２

０．２９

４．８

区分

歳入総額

歳出総額

実質収支

単年度収支

積立金

目立金とりくずし額

実質単年度収支

経常収支比率院）

財政力指数

公債費比率㈲

2,234

2,205

２９

２４

１７

４

３７

3,276

3,235

４０

２

２４１

３４

２２５

3,991

3,937

５４

７

２９８

２０９

９６

4,609

4,542

６７

△３

３２６

２２３

１２５

6，２８４

６，１７１

１１３

１３

３９０

０

４０３

(資料)高島町「決算状況｣,各年度｡



１６

表１－５主要な目的別・性質別歳出の推移（高､b町） (単位：％，百万円）

年度 Ⅵ

1985～８７

￣７万ﾜ7

12.8

５．３

１０．２

４．４

１８．２

６．８

１．９

１７．０

３３．４

100.0

７，９５３

２８．９

２３．６

区分

１１．９％

１３．２

１２．１

３１．４

７．７

１４．４％

1３．４

１３．２

１６６

７．２

14.4％

21.0

10.9

11.8

５．６

１４．５％

1４．５

８．４

７．９

５．６

９．６％

1９．２

８．０

１７．７

４．４

生
生
青
木
債

民
衛
教
士
公

●

費
費
費
費
費

目
的
別

人件費

物件費

扶助費

舳建設事糊

債立金

2５３

１２７

2.4

38.8

０．８

2６４

１０．７

6.6

24.8

７．４

27.0

８．３

6.3

25.1

７．６

28.0

10.6

６１

２６．７

７．２

2１．６

８．３

3.4

30.3

６．３

性
質
別

合計

（百万円）

(名ロ伸び率）

(実質伸び率）

１５．４

△1.1

(注）寛頁伸び率は消費者物価指数（1985年度＝100）により名目額をデフレイ卜した対前伸び率

（．､）

(資料）高島町「決算状況｣，各年度。

聡務庁統計局「消費者物価指数｣，各年度。


